　　　　　日韓トンネル研究会講演（2013.6.5.）
「日韓新時代のための提言/アジェンダ２１」と日韓トンネル
　　　　　　　　　　　 　　　　　永野慎一郎（当会理事・大東文化大学名誉教授）
日韓両国は2000年以上の交流の歴史がある。長い歴史の中で不幸な時代もあったが、友好な時代の方が長い。古代から近代に至るまで中国やインドなど東洋文明が盛んな時代には、大陸文明を日本に伝来したのは朝鮮の知識人たちであった。「論語」や「千字文」を日本にもたらしたのは応神天皇の時に百済から渡来した王仁博士である。仏教文化や儒教思想を日本に伝えたのは朝鮮の知識人たちであり、また陶磁器の技巧を日本人に教えたのは朝鮮の技工たちであった。
19世紀に入り、東洋諸国が門戸を閉ざし、鎖国政策を採る中で文明開化に遅れていた時代に、いち早く西洋文明を受容し近代化を始めた日本は、欧米諸国から学んだ西洋的な価値観や知識などを領土拡張のための帝国主義政策の推進に活用し、韓国や中国などアジア近隣諸国に迷惑をかけた時期がある。友好的な時期の記憶よりも一時期であっても苦痛を経験した時代は忘れられない。
20世紀前半における日本の植民地支配から起因している歴史認識問題は未だに尾を引いている。被害者と加害者の認識の差もある。戦争自体は様々な要因があり、立場によって解釈が違うかも知れない。これに対する判断は後世の歴史家に任すべきであろう。しかし、国策としてやったことに対する責任は国が取るべきである。過去のある時期に当時の指導者たちによって行なわれた行為に過ちがあったとすれば素直に認め、解決に努めるべきで、負の遺産を次の世代にまで引きつかせるべきではない。同時に寛容な気持ちをもって二度とそのようなことが起こらないように確認し合い、未来志向の関係構築に努めることも重要である。このような認識に立脚し、両国民間の信頼関係を構築することが最も重要である。信頼関係はお互いが相手方を尊敬することから始まる。
◎伊藤博文と安昌浩の対話：日韓の認識の違い
伊藤博文韓国統監は就任後、後任総理大臣の人選に当たって、若き独立運動家安昌浩を周辺から推薦され、安昌浩と面談し、組閣を依頼したと伝えられている。安昌浩が1932年4月に治安維持法違反容疑で逮捕され、京城地方裁判所で審問を受けた時の審問記録によれば、以下のようなやり取りがあった。
伊藤：あなたは韓国三千里南北を巡回しながら講演しているが、その目的は何か？
安　：貴下が50年前に日本全国各地で日本のためにやっていたそのような事業を私は現在韓国で韓国のためにしようとするのです。　
伊藤：われわれ東洋人同士がお互いに力を合わせてやっていかないと、白人たちからやられるのではないか。
安　：東洋のことを言うならば、日本を頭と例えると、韓国は帽子であり、中国は体である。頭と帽子と体が一緒に着いているのではなく、お互いに信頼せず、不信を懐いているので、ばらばらになっている。
伊藤：信頼しないということは何ですか？
安　：例えば、李東輝、姜允煕を何の罪もないのに何年も監獄に入れている。彼らは教育者である。教育者を拘禁することは教育するなということなので、韓国人が日本人の言うことを信じますか？
伊藤：初耳です。下部官吏がやっているようですので、すぐ釈放するようにしましょう。
伊藤：私の生涯の理想が3つある。第1に、日本を列強と角逐できる近代国家にすることであり、第2に、韓国をそのようにすることであり、第3に、清国をそのようにすることである。日本に対してはほとんどその目的を達成しているが、日本だけでは西洋勢力のアジア侵略を防ぐことが不可能なので、韓国と清国が日本と同じ位の力を持つ国家となり、お互いに仲の良い国にならなければならない。現在韓国の再建のために全力を傾注しているが、これが完成したら清国に行く。（この時伊藤は安の手を握りながら）あなたは私と一緒にこの大事業をやってみませんか。私が清国に行く時、私と一緒に行って3国の政治家が力を合わせて東洋の永久平和を構築しましょう。
安　：3国の鼎立親善が東洋平和の基礎であるということには同感であり、貴下が貴下自身の祖国日本を革新したことは祝賀し、韓国を愛して助けようとするご好意には感謝する。しかし、貴下が韓国を助ける一番良い方法がある。それをご存知ですか？
伊藤：その方法とは何ですか？
安　：日本を良くしたのは日本人である貴下自身であったように、韓国は韓国人によって革新させることです。もし明治維新を米国人が強制したとしたら、貴下は黙っていますか？それだけでなく、維新そのものが不可能であったでしょう。
伊藤：・・・・・・
安　：日本が不幸にも韓国と清国において信用をなくしました。これは日本にとって不幸であると同時に、3国にとっても不幸なことです。貴下が防止しようとする西洋勢力の侵入の原因となります。日本の圧政下にある韓国人は米国やロシアに助けを求めることになります。日本が強国になることを願わない列強は韓国の要求を受け入れることになります。そうすると、日本は列強の敵となり、東洋諸民族の敵となるのではないかと心配です。
　　　　貴下がもし友邦の賓客としてわが国に来たならば、私は毎日貴下を訪問し大先輩として先生としてご指導を仰ぎます。しかし、貴下は韓国を統治するために来た外国人であるため、私は貴下を訪問することをためらい、貴下と親しくなることを躊躇しています。
　日本が韓国の独立を再三にわたり保障しており、日清戦争、日露戦争の二度の戦争も韓国の独立のためであるというので、韓国人は日本に感謝し、信じていました。しかし、両戦争で勝利すると、日本自ら韓国の主権を侵害した時、韓国人は日本を敵視しました。韓日両国の関係がこのような形で継続する間は韓国人が日本に協力することは望まない方が良い。また、貴下は清国を援助すると言うけれども、それは韓国の独立を回復してから試してみてください。清国の4億の国民は日本が韓国を保護国としている限り、決して日本を信頼しないでしょう。3国にとって不幸な事態を貴下のような大政治家の手によって解決されることを望みます。
◎相互依存の日韓関係
日韓関係は相互依存関係であり、共生共栄の時代である。
戦後の日本はＧＨＱの占領下で米国の援助に依存しながら、戦後復興に取り組んでいた。ちょうどその時に隣国で戦争が起きた。1950年の朝鮮戦争である。朝鮮戦争は日本にとって「恵みの雨」であり、「干天の慈雨」であった。政治的には連合国の対日講和会議を急ぐことによって、名実共に独立国となった。敗戦国日本は戦勝国である多数の連合国と講和条約を締結しなければならなかった。しかし、東西冷戦が始まり、米ソ対立が激しくなって、終戦から５年経っても講和条約を結べない状況が続いた。米英の主導でサンフランシスコ平和条約が締結されたのは朝鮮戦争最中の1951年9月であった。経済的には、朝鮮戦争特需が戦後日本の経済復興の起爆剤となった。それが自立経済確立の基礎作りに多大な貢献となった。朝鮮戦争特需とは、朝鮮戦線に出動する国連軍、主に米軍の将兵に補給する物資や役務サービスの買い付けである。物資の中では兵器関係製品を扱う金属製品、トラックや自動車部品などの運輸機械、糸織物製品などがよく売れていた。
　トヨタ自動車は最も恩恵を受けた企業であった。ＧＨＱの占領下で緊縮財政により倒産の危機に直面していたトヨタ自動車を救済したのは朝鮮戦争特需であった。「米軍からの特需という神風に恵まれ、倒産寸前のトヨタは、大きく息を吹き返した」と当時のトヨタ自動車石田退三社長が社史で書いている。
　戦争特需は戦後日本経済復興の契機となり、日本経済活性化に多大な貢献をした。1960年代後半以
降、韓国は「漢江の奇跡」といわれているように、世界でも類を見ない急成長を成し遂げた。軍事クー
デターで政権を取った朴正煕将軍は意欲だけで資金も技術も経験もない状況の中で、日韓国交正常化を
急ぎ、日本からの請求権資金及び経済協力資金を有効に活用し、産業化の基盤造成を始めた。高速道
路建設、多目的ダム建設、浦項綜合製鉄所建設などインフラ整備が韓国経済発展の原動力となった。
　綜合製鉄所建設は朴正煕大統領の夢であった。綜合製鉄所建設を最重点課題とし、外資及び技術導入のための準備を始めた。韓国政府としては日本の支援よりも欧米先進国の支援を期待していた。しかし、世界銀行などの判断は「経済性が低い」と断っていた。
　第２次世界大戦後、発展途上国の上位国の多くが経済自立を目指して、綜合製鉄所建設を試みたが、技術、経済運営上の理由でほとんど失敗に終わった。当時の世界銀行総裁ユージン・ブラックがIMF大会で、「発展途上国には３つの神話がある。第１に、高速道路の建設、第２に、綜合製鉄所の建設、第３に、国家元首の記念碑の建立である」と述べた。この言葉の意味は、発展途上国の非経済性と浪費についての指摘である。このような見解が当時の先進国では常識であった。
　綜合製鉄建設には日本側の協力が必要であった。朴正煕大統領は側近の朴泰俊を浦項綜合製鉄所社長に任命し、日本との交渉を担当させた。朴大統領の強い意志と朴泰俊社長の行動力によって浦項綜合製鉄所（現在のポスコ）の建設は可能であった。朴泰俊は、欧米からの支援が困難であることが分ると、対日請求権資金のうち未使用分を浦項綜合製鉄所建設費用の転用を思いつき、朴大統領を説得した。対日請求権資金の使用計画はすでに決まっていて、ほとんどが農業振興部門に当てられていた。当時の韓国国会議員の80％が農家出身であったという事情を考えれば、資金の転用は不可能に近かった。しかし、朴泰俊は農業振興のためにも綜合製鉄所建設は是非必要であると朴正煕大統領を説得した。朴正煕大統領の強いリーダーシップで転用が認められた。用途変更のためには日本側との面倒な手続きが必要である。最も困難なことは韓国の綜合製鉄所建設に対して日本の政財界には否定的な意見が強かった。用途変更だけでなく、資金及び技術面での日本側の協力も必要であった。
浦項綜合製鉄所建設の時、当時通産大臣であった大平正芳は朴泰俊浦項製鉄社長に対して、当時の韓国が必要なのは、一次産業で食糧を自給自足するように農村に優先的に投資することであって、採算性がない製鉄所建設は無理ではないかと慎重論であった。しかし、朴泰俊はご意見に妥当性はあるが、日本が日清戦争後、軍備の基礎をつくるために12万トン規模の八幡製鉄を建設する時、採算性を考えたでしょうか。韓国は現在休戦状態である。北側は軍備拡張を続けているので、われわれは自主国防が必要である。採算性問題ではなく、防衛問題としても優先すべき事業が製鉄所建設であると説明し、最終的には大平通産相も理解を示した。
　浦項綜合製鉄所建設には、安岡正篤の役割が多大であった。安岡正篤といえば戦後日本の政財界に最も影響力を持っていた人物である。戦後日本の「歴代首相のご意見番」「政財界の指南役」として知られていた。
　安岡正篤は日韓関係改善に多大な貢献をした。安岡は誰もが知っているナショナリストであり、保守主義者の知識人である。安岡は高い次元で国益を考え、さらに上の次元で両国の将来を考えていた人物で、目先の利益を追求するのではなく、広く、深く、長期的にものを考える思想家である。安岡は浦項綜合製鉄所建設への日本の協力は、韓国を助けるという意味もあったが、日本の国益にとって有益であると判断した。
　浦項綜合製鉄の建設は韓国経済の発展に不可欠な基盤産業であった。安岡のような指導者が協力してくれたからこそ建設は可能であった。浦項綜合製鉄の建設は韓国経済発展に多大な貢献となった。
一方、韓国経済の急成長によって最も利益を得たのは日本である。韓国の産業構造は戦前から現在に至るまで日本依存型になっている。生産基盤が日本をモデルに形成されているので、製造設備は日本から導入し、部品・素材も日本から仕入れる仕組みである。また日本から資金調達をしている。そのため韓国経済が成長すればするほど日本は利益を得る仕組みになっている。
　近年日韓間では、貿易だけでなく、相互投資が進展し、第3国での資源開発やインフラ整備等の分野において日韓企業が連携している。日本企業が約140億ドルを韓国に直接投資し、韓国企業が約33億ドルを日本に直接投資している。ガーナの発電所拡張工事に三井物産と韓国電力技術が共同受注し、オーストラリアの世界最大級の鉄鉱山プロジェクトに丸紅とPOSCO,STXが共同出資している。グローバル化の潮流の中で、日韓企業は連携し、様々な形態の経済交流が行われている。
日本と韓国は隣国であるだけでなく、自由民主主義や市場経済という共通の価値観を持っている。それが周辺社会主義国との違いである。巨大な社会主義国中国と立ち向かうためには日韓両国が共通認識を持ち、協力することが重要である。中国と単独で向き合うよりは価値観の近い国同士が提携し協力することで戦力は倍増する。それが東アジア地域における勢力均衡維持に役立つと共に、地域の平和と安定への寄与となる。
1965年の国交正常化当時、年間1万人であった韓国人の日本訪問者が現在200万人を超えている。韓国を訪問している日本人は年間350万人を超えている。年間556万人が日韓両国を往来している。日本の26空港から韓国への直行定期便が週689便運航しており、両国間で、経済、文化、芸術、スポーツなど、幅広い分野で交流が進展している。このように相互交流の拡大によって、国民の間では相互理解が深まりつつある。現在、日韓両国に143組の姉妹都市が提携され、地方レベルでの交流も拡大しており、草の根の交流は確実に進行している。
◎日韓首脳の交流
　日韓交流を活発にする契機を作ったのは、金大中政権の日本文化開放である。従来韓国は日本の音楽、映画、漫画など大衆文化を禁止した。日本のCDや映画などの輸入を認めると、日本製品が韓国市場を席巻し、韓国の大衆文化が育成されないという理由であった。1998年に誕生した金大中政権は日本文化開放に踏み切ると同時に、文化輸出国を目指した。その結果、日本で韓流ブームが起こり、韓国でも日流ブームが起きた。人の往来が盛んになり、その背景にある文化交流が双方向で進行している。
　金大中大統領は1998年10月、日本の国賓として公式訪問し、小渕恵三首相との間で、「21世紀に向けた新たな日韓パートナーシップを構築するという共同宣言」を発表した。1965年の国交正常化以来築かれてきた両国間の緊密な友好協力関係をより高い次元に発展させるためには両国が過去を直視し相互理解と信頼に基づいた関係を発展させていくことが重要であることに一致した。小渕首相は、「今世紀の日韓関係を回顧し、我が国が過去の一時期韓国国民に対し植民地支配により多大の損害と苦痛を与えたという歴史的事実を謙虚に受け止め、これに対し、痛切な反省と心からのお詫びを述べた」。金大中大統領は、小渕首相の「歴史認識の表明を真摯に受け止め、評価すると同時に、両国が過去の不幸な歴史を乗り越えて和解と善隣友好協力に基づいた未来志向的な関係を発展させるためにお互いに努力することが時代の要請である」と表明した。
　両首脳は、日韓両国が自由・民主主義、市場経済という普遍的理念に立脚した協力関係を、両国国民間の広範な交流と相互理解に基づいて今後さらに発展させていくとの決意を表明した。
　1999年3月、小渕首相は訪韓し、金大中大統領との間で、「日韓経済アジェンダ２１－21世紀に向けた日韓経済関係緊密化のために」を発表し、両国間における貿易・投資等の経済活動をより一層活発化させ、経済関係の緊密化を図ることにより、21世紀に向けた日韓経済パートナーシップを確固たるものにすることを確認した。
　小渕恵三首相は在任中、韓国最南端の木浦市で戦後3000人の孤児を養育した日本人女性田内千鶴子さんが死の直前「梅干が食べたい」という話を知り、木浦共生園に梅木20本を寄贈した。退任後は是非訪問したいと伝えたが、その直後、脳梗塞で倒れ亡くなられた。　　　
　2008年2月、李明博大統領就任式に出席した福田康夫首相は首脳会談を行い、日韓間の協力を一層緊密なものとする「日韓新時代」を切り拓いていくことの重要性認識で一致し、若者交流を含む人的交流の拡充が重要であるとして、「シャトル首脳外交」を実施することで合意した。
　同年4月に訪日した李明博大統領は、福田首相と首脳会談で、日韓関係を一層成熟したパートナーシップ関係に拡大し「日韓新時代」を切り拓いてく決意を確認した。
　首脳間のシャトル外交は昨年まで継続していた。日韓首脳会議だけでなく、日韓中首脳会議もASEAN+3会議に合わせて東南アジアで開かれていた従来の日韓中首脳会議を公式化したのも福田首相であった。当番議長となった福田首相は3国が持ち回り開催することにし、次回は日本で開催したいと提案し了承された。福田首相の突然の辞任で、後継首相の麻生太郎首相の地元福岡で第1回日韓中サミットが開催され、年に一度持ち回りで北京、済州島、東京、北京で開催された。本年はソウルで開催されることになっていたが、中国首脳の出席が見込めず、見送ったままである。
　このような首脳会議さえ開けないような状況が続いており、日韓及び日中関係は冷え切っている。その背景には、歴史認識問題や領土問題があることは言うまでもない。このような問題は過去にもなかったわけではない。当時のリーダーたちはその場しのぎではあっても知恵をもって解決してきた。首脳自らの言動によって問題を拗らせているのが今日の政治状況である。トップリーダーは「真の国益」が何であり、外交問題についていかにかじ取りをすべきかを真剣に考えなければならない。目先の利益ではなく、先を見据えた国益を追求しなければならない。
「論語・子路」の中に「君子は和すれども同ぜず、小人は同ずれども和せず」という言葉がある。
君子は付和雷同しないが、小人は付和雷同するという意味である。人格があるように、国にも品格があるはずである。品格のある高いレベルの国威宣揚が求められる。
◎日韓新時代のための提言
　日韓両首脳の合意によって、2009年2月に日韓両側から13名ずつの学者によって「日韓新時代共同研究プロジェクト」が立ち上げられた。両国学者による共同研究の成果として「日韓新時代」のための提言―共生のための複合ネットワーク構築―が2010年10月に発表された。
　日韓関係、国際政治、国際経済の3分野における「日韓新時代アジェンダ２１」がまとめられた。
　「百年大計」の日韓関係構築のためのキーワードは、
　新時代、新秩序、複合ネットワーク、競争・協力・共生、人材養成
基本構想：
１．「日韓新時代」の到来
20世紀前半の不幸な歴史を直視し、国交正常化以降の友好協力関係を継承発展させる。
新しい未来を共に切り開いていく。両国が緊密な協力を通じて共生のための複合ネットワークを構築していく時代認識である。すなわち日韓新時代の到来の予見である。
韓国は、戦後日本の平和主義、民主主義、成熟した社会・経済体制、開発、環境、人間の安全保障、
平和構築などの日本の国際貢献を積極的に評価する。日本は、韓国の躍動する民主主義、経済成長を
通じた先進国への仲間入り、活力に満ちた社会、創造的な文化を高く評価する。
両国の相手国に対する相互評価及び相互尊重の精神は新時代日韓関係の強硬な土台になる。日韓両国
は、民主主義、市場経済、法の支配、人権を追求すべき崇高な価値を共有している。
２．日韓関係100年の省察
　日韓両国は、日韓併合後の100年の歴史を深く省察する必要がある。日本は武力を背景に韓国の人々の反対を抑えて、韓国を併合した。植民地過程と植民地支配がもたらした多大の損害と苦痛が長期にわたって日韓関係正常化を妨げる要因であった。歴史の事実を直視し、決して忘れることなく記憶に留めながら、共に新しい未来を開拓することこそ、日韓両国が進むべき道である。
３．日韓共生のための複合ネットワークの構築
　日韓共生のための複合ネットワークとは、両国の政府、地方自治体、教育機関、企業、ＮＧＯなどの多様なアクターが、政治、安保、経済、文化、情報知識、科学技術、環境生態等のすべての領域において緊密な協調と協力のネットワークを構築し、日韓両国だけでなく、東アジア及び世界の平和と繁栄の推進を図る日韓関係の未来像である。
　このようなネットワークが構築されれば、対話と協力が優先され、東アジアの平和と繁栄、さらには世界的な貢献となる。資本、情報、技術及び労働が自由に移動する日韓共同市場が実現し、長期的には、東アジア経済共同体へと前進する。日韓両国は、東アジアの国々が共有できる規範と価値、制度と慣行などの国際公共財を共同で創り出していかなければならない。
４．日韓関係の未来構想
21世紀の新時代は複合化の時代である。冷戦的思考や脱冷戦的思考を超えた新時代の複合的思考が必要である。日韓両国が東アジアの平和と繁栄のために共同で複合ネットワークを構築することは21世紀における日韓共生のための戦略的選択である。
日韓両国は、伝統的に米国との同盟関係を基軸に維持、発展させてきた。日韓米の協力関係は一層重要である。一方、日韓共生のための複合ネットワーク構築は中国との友好協力関係と相反するものになってはならない。日韓中3国協力枠組みは重要である。日韓両国は中国が政治経済的に急成長する過程で、普遍的な国際規範、制度と慣行に柔軟かつ効果的に適応するように積極的に協力する必要がある。
北朝鮮問題の解決は日韓両国にとって極めて重要な課題である。日韓両国は核開発や拉致問題を含む北朝鮮問題の解決のために緊密に協力し、さらに東アジアの新たな国際秩序形成に北朝鮮を参加させるために積極的に努力すべきである。
５．「日韓新時代共同宣言」の採択
　日韓併合100年の歴史的な時点で、日韓両首脳は、不幸な過去の歴史を直視しつつ、新時代における日韓関係の発展の方向を包括的に提示する「日韓新時代共同宣言」を採択することが望ましい。また、
この報告書の提言が最大限反映されることを希望する。
日韓関係：
1．歴史問題への努力
　日韓新時代とは、過去と断絶したり、過去を忘れたりする時代ではない。日韓両国は、不幸であった過去の一時期を直視しつつ、両国が共有している価値観や体制、共通の理念と目標に基づき、緊密な協力関係を新しい段階へと一層発展させるべきである。
　1990年代以降、日韓関係に歴史問題をめぐる新たな展開があった。細川護煕首相は1993年11月、韓国国民に対して、創氏改名、慰安婦、徴用などで「耐えがたい苦しみと悲しみ」を与えたことを「心より反省し、陳謝したい」と直接語りかけた。村山富市首相は1995年、「村山談話」を発表し、小渕恵三首相は、1998年に植民地支配に対して「痛切な反省と心からのお詫び」を表明し、韓国政府も一定の評価を与えた。
　このような日本の首脳の反省の言葉と首脳間の交流によって、日韓関係は一歩前進とはいえ、完全に解決したわけではない。受け取る人の立場によっても異なる。真の解決をめざして、絶え間ない努力が必要である。成熟した市民社会の相互交流に支えられる日韓関係の土台の上で解決しなければならない。両国政府は歴史摩擦の発生を未然に防ぐために最大限努力しなければならない。両国の市民や学生を中心にそれぞれの歴史と文化について相互理解を深めるために多様で重層的な努力を傾ける必要がある。
２．ハイ・レベル対話の活性化
日韓両国の間では、首脳によるシャトル外交をはじめ、外交、国防、経済、環境など領域ごとの閣僚
会議が定期的に実施されてきた。近年では、日韓中3国間でも首脳会議や閣僚会議が定期的に開催されるようになった。日韓新時代のハイ・レベル対話は2国間の問題のみならず、東アジア及びグローバルな領域にわたる広範囲な問題について議論する場となる。
３．交流ネットワークの多層化
　日韓間の対話チャンネルは重層化され、すそ野はより一層の拡大が望ましい。政治分野では、超党派若手議員の交流、首脳のシャトル外交をフォローアップする民間の有識者（研究者、経済人、官僚出身者等）会議の設置などがある。
　地方自治体間の協力ネットワーク構築も重要である。日韓の143地方自治体が姉妹都市協定を締結している。相互訪問の積み上げで交流が行われていた自治体間でも歴史問題や領土問題が浮上し、政治・外交面で緊張すると、長い間積み上げてきた交流が何らかの要因が働き、中止される場合がある。国益が損なわれることさえある。
　日韓両国の大多数の国民は歴史認識や領土問題にそれほど関心がないと思われる。しかしマスコミ―の不正確で扇動的な報道により、また一部の過激な思想の持ち主やナショナリストたちの偏向的な主張に左右される場合が多い。特に、政治指導者たちの発言や行動は慎重であるべきである。確固たる理念を持ち、相手側の歴史や文化の理解に努め、自分の主張も相手に伝える対話と議論の場が必要である。対話の機会は交流によって生まれる。
４．「キャンパス・アジア」の実現
　1998年の日韓共同宣言の合意を受け、両国間で留学生や青少年の交流プログラムが充実、拡大してきた。そのような交流を基に、相互理解と人的ネットワーク構築がなされている。日韓及び日韓中の大学生及び大学院生の交流を促進するための制度整備、政府支援の拡充、公共基金の創設などが必要である。
　
国際政治
1． 東アジ共生複合ネットワークの強化
　日韓両国の平和、安全、繁栄にとって前提となるのは東アジア地域秩序の安定である。東アジアは目覚ましい成長と発展を遂げているダイナミックな地域として、経済的な相互依存性が深まっており、社会文化的交流も活発化している。しかし依然として不安定な状況にある。
　日韓両国は開かれた自由な国家として東アジアの多様な主体が平和と発展の機会を享受できるよう、政治、経済、社会、文化の多次元的かつ多様な共生を目指す複合ネットワークを育成し、強化すると共に、長期的には東アジア共同体の構築を目指す。東アジアにおける共生複合ネットワーク構築はグローバリゼーションの肯定的な側面を地域的に制度化し、先進国と新興国の間に協調的な関係をもたらすことでグローバルな課題への対応に貢献する。
2． 対北朝鮮政策協調
　日韓両国は北朝鮮が東アジア共生複合ネットワークに参加して平和と繁栄を享受するよう働きかけていく必要がある。日本にとっては、拉致問題、核ミサイルの脅威などがあり、両国はそれぞれ懸案事項がある。その解決のために両国が力を合わせて協力する。
　日韓両国は、北朝鮮が国際社会の責任ある一員になることが東アジアの利益に合致するとの認識を共有し、北朝鮮の核放棄を条件として、そのために必要な政治、経済、安全保障面での支援を行い、北朝鮮を東アジア共生複合ネットワークに参加させるべく共に努力する。北朝鮮が従来の姿勢を改めるのであれば、北朝鮮との関係を改善し、経済協力を進める方針を共有する。韓国は日朝国交正常化を、日本は南北協力関係の拡大、最終的には統一を歓迎し、日韓両国は緊密に連携して協力する。
3． 日米・韓米・日韓安全保障協力の強化
　日韓両国は、米国が東アジアの共生複合ネットワーク構築に積極的に関与し、地球的なリーダーシップを発揮できるよう、日韓米３か国の緊密な協議と協力を強化しなければならない。この協議と協力はいかなる勢力も疎外するものではない。
4． 新たな東アジア地域秩序構築
　中国が経済的、軍事的に成長し、政治的な影響力を拡大している状況で、日韓両国は中国の発展を歓迎すると同時に中国の浮上が国際政治においても肯定的な影響を与えるよう努める。中国を含めた２国間、３国間関係を全般的に濃密にし、信頼醸成に努め、日韓中３国首脳会談を活性化させるべきである。
国際経済
1． 東アジア共生・繁栄ネットワーク構築
　世界金融危機を契機に東アジアの存在感は急速に高まっている。リーマン・ショック以来、予期せぬ困難を体験した東アジア諸国は足早に回復し、世界経済回復の牽引役を果たしている。
　このような成長のエンジンになっているのは、地域を単位にした超国家的な産業集積と国際分業ネットワークである。東アジアの国家と企業は貿易と投資を媒介として生産ネットワークを形成しながら成長のダイナミックを創造してきた。とりわく、日本と韓国の多国籍企業は、域内に存在する立地条件を活用して、世界的に最もダイナミックな製造業の競争力を蓄積してきた。国際競争力を通じて東アジア経済のネットワーク化はさらに進んでいる。今後は急速に少子高齢化が進行するため、域内市場の安定的な拡大が戦略的な重要性を持つ。そのため、日本と韓国は、地域の公共財としての性格を持つ域内経済ネットワークの制度化のために努力すべきである。
2． 包括的な日韓FTA締結
　日本と韓国は、両国関係の特殊性を反映すると同時に未来志向的な観点から、貿易自由化を超えて東アジア繁栄のネットワークを指向する包括的ＦＴＡ協定を推進すべきである。特に、東アジアを単位とした生産ネットワークが組まれ、製造業の工程間分業が精巧化していく中で、日韓の企業はその中心的役割を担っており、両国の間には競争だけでなく緊密な分業と協力の関係も築かれている。日韓ＦＴＡは両国の企業がより積極的に生産・貿易ネットワークを構築、深化させ、地域と世界経済の発展を先導するイノベーションの発信地を造る、制度条件整備の装置として認識される必要がある。
◎日韓トンネルの実現に向けて
　日韓新時代アジェンダ21の中に、「日韓海底トンネル推進」が入っている。日韓交流史の中に日韓トンネルの必要性を日韓の有識者の共同プロジェクトによって認められた。
　北九州地域と釜山・馬山地域をつなげる日韓海底トンネルの建設は、日韓間の人的流れと物流の拡大に貢献できるのみならず、島国である日本とアジア大陸をつなげるプロジェクトとなる。日韓の大衆交流の現象や日韓中の3か国交流の展望からもこの計画がもつ経済外的な「相互交流効果」を高く評価
する。また、日韓海底トンネルは日韓両国のみならず、北朝鮮を通過し、中国東北地域の瀋陽までつながれば、日韓中3か国の北東アジア鉄道網がつながりシベリア鉄道を経由してヨーロッパまで到達できる。東京駅を出発してロンドンまで行くという夢の実現に向けて邁進するのみである。
　日韓海底トンネルに関しては、竹下登首相をはじめ、歴代首相が言及し、韓国側も盧泰愚大統領以来、
歴代大統領がトンネル建設に関心を示している。また、日韓トンネル研究会などの努力によって技術的な面での調査・研究が進行している。それにも拘わらず、日韓両国の国民の間で日韓トンネル建設についての認知度がまだ低い。その上に、最近のような歴史認識や竹島（独島）問題のような領土問題が浮上すると、両国民間で不信感だけ蓄積する結果となる。
トンネル建設は両国首脳の最終的な決断が必要であり、必要な協定などの取り決めがなさらなければならない。そのためには国民的な合意が必要であり、首脳間の信頼関係構築が重要である。英仏トンネルの場合、サッチャー英国首相とミッテラン仏大統領の二人の首脳が決断して合意し、条約を締結したように、2国を跨る国家的な大事業を達成するためには、時代を先読みできる強力なリーダーシップを持っている政治指導者に恵まれなければならない。政治的な決断を導くための草の根交流が必要である。民間団体及び地方自治体レベルの交流の中で、人間同士の交流、心の交流を通じて日韓トンネルの建設の必要性を理解させ、国民の支持を広げていく方法も考えられる。
一方、日韓トンネル調査及び研究のための日韓専門家集団による共同プロジェクトの立ち上げを両国の関係官庁に提案し、政治家への働きかけが必要である。
　日韓海底トンネルは、21世紀の新しい日韓関係を構築する記念事業になる。相互理解の基本は道から始まる。心のトンネルを通すことから始まる。
　現在、日韓中３国の経済交流は制限なく進展しており、相互交流効果は計り知れないものがある。その背景には中国経済の急成長による経済規模の拡大によって、中国だけでなく、東アジア地域の存在感が高まり、相互依存関係が深まっているという事実がある。
　グローバリゼーションの深化に伴って、国境の概念は薄くなりつつある。既に「ヒト・モノ・情報・知識」が国境を自由自在に往来し、移動している。もはや経済資源は一国のみの所有物の時代ではない。国内経済が全国規模の経済ネットワークに組み込まれているように、経済圏規模へと拡大している。政策当局はこの流れへの対応に迫られることになる。
　日韓トンネル建設は、単なる日本と韓国間の問題だけでなく、北朝鮮を巻き込んだ“平和への道”としてつながるのであれば大きな成果が期待できる。
北朝鮮はロシアのパイプライン同様、北朝鮮域内を列車が通過できれば、場所代として通過料が入り、国民生活の向上に役立つことは明確である。列車が釜山を出発して軍事境界線を越え、北朝鮮を通過できるようになれば、北朝鮮の開放へと導き、朝鮮半島の平和と安定に寄与するだけでなく、東アジア地域の平和と安定に資することになる。
日韓海底トンネル構想は、いまや夢からビジョンに、さらには具体的な実現に向けて走り出している。日韓間を結ぶことから始まり、朝鮮半島の平和と安定に寄与することになり、さらに東アジア共同体実現へと発展することになる。
日韓トンネルが実現できれば、東京駅から夢の列車に乗って下関・博多を経由し、海底トンネルを通って釜山に渡り、釜山とソウルで一時下車して、新鮮な魚料理や焼肉を食べて、再び列車に乗り込み、軍事境界線を越え、北朝鮮の山野を見物し、ピョンヤンで冷麺を食べて、シベリアを経由してロンドンまで行ってみたいと夢を持っている。
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